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巨大自然災害が多く発生し，地理的条件等から脆弱性の高い日本では，防災施設の整備を進めてきたも

のの，未だ十分とはいえず，更に気候変動に伴って，将来の災害リスクの増加が見込まれ，壊滅的な被害

の発生可能性が高まることが懸念されている．本研究では，河川の洪水に着目し，その気候変動による発

生確率の増大と，人口動態の将来変化を同時に考慮し，年平均期待被害額を簡便に算出する手法を構築す

る．具体的な気候変動適応策のうち，浸水想定区域からの撤退策を対象に，費用効率性を推計することで，

地域特性に即した適応策の検討に資する情報を提供する．実地域を対象に，期待浸水深に基づいて選定し

た地域の都市的利用を中止し撤退する施策が費用効率性に優れていることを示唆している． 

     Key Words : QOL, Flood, Adaptation, Disaster Risk, Land Use 

1. はじめに 

日本は，国土の 7割を山地・丘陵地が占め，急峻な山

岳や短く急勾配な河川が多い．そして，国土の 1割にす

ぎない沖積平野に全人口の約 1/2，総資産の約 3/4が集中

している．様々な巨大自然災害への脆弱性が強く懸念さ

れており，その対応は重要な課題であり続けてきた．気

象災害についてみると，世界で有数の多雨地帯であるモ

ンスーンアジアの東端に位置する地理的条件から，年平

均降水量は世界平均の約 2倍にあたる 1,700mm強であり，

さらに台風の接近・上陸などの脅威にも晒されている．

これらの要因から日本は，特に水害や土砂災害，高潮災

害等による被害への対策が重要である． 

さらに，気候変動に関する政府間パネル（IPCC：

Intergovernmental Panel on Climate Change）の第 4次報告書

（2007）1)では，地球温暖化の進行が短時間豪雨や大雨

の発生頻度の増加，海面水位の上昇，台風の激化，干ば

つ・熱波の増加など多方面に及ぶことが予測されている． 

既存の治水施策は，将来における気象条件の変化がもた

らす影響を加味して計画されていないものがほとんどで

ある．そのため，過去の統計や経験をもとに治水施策を

整えるばかりでは，災害の頻度や規模の増大によって大

きな被害の発生が頻発する可能性が懸念されている．  

これらの要因を踏まえ，将来における人口動態と気象

条件双方の変化を考慮した災害リスクの変化を定量的に

評価し，効率的な防災・減災施策を具体化することが重

要である．本研究では，災害の中でも河川の洪水に着目

し，将来の気象条件と人口動態の変化による洪水リスク

の変化を対象として，適応策の検討に資する情報を提供

することを目的に，防災・減災施策の実施によって期待
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される年平均期待被害額の削減と地域における住民の生

活環境質（QOL：Quality of Life）の向上，および施策の

費用効率性を評価する手法を構築し，それを実地域で適

用する． 

2. 防災・減災施策実施による住民への影響の定

量評価システムの構築

2.1 評価の考え方 

現状の社会経済データと浸水想定区域図を重ねあわせ

ることで被害量を推計する．具体的には，国土交通省お

よび自治体から公表されている浸水想定区域図や国土数

値情報をはじめとする基本データを ArcGIS 上で統合し，

100m メッシュごとのデータとして整備した上で，現状

における住民の QOL 値・洪水期待被害額を算出する．

さらに，気候変動と人口減少を考慮した将来推計を行い，

防災・減災施策の実施による費用効率性をシナリオ分析

によって評価する．本研究では，防災・減災施策として，

土地利用の誘導を対象とする．浸水想定区域に存在する

住宅を，同地区の非浸水想定区域の内，QOL 値の高い

地域に優先して撤退させることで，計画的な撤退を講じ

る． 

2.2 住民のQOL指標の定式化 

2.2.1 QOLの定式化 

QOL 値は，加知ら（2006）2)を参考に式(1)～(3)のとお

り定式化する．本研究では，表-2.1 に示す交通利便性

（AC：Accessibility），居住快適性（AM：Amenity），安

心安全性（SS：Safety & Security）の 3つの評価軸からな

る 11項目を生活環境質向上機会（Life Prospects：LPs）と

して，対応するデータを対象地域において整備し用いる

ことで数値化し，個人の主観的価値観を表す重みw を

乗じて総和をとることによって QOL を定量化させる．

重みw の単位はそれぞれの LPs の物理量分の貨幣価値

となる． 

ikki LPswQOL  (1) 

 SSAMACT www 　　w (2) 

 iii
T

i SSAMAC 　　LPs (3) 

ここで， kiQOL は個人属性グループ kの地区 iにおけ

る QOL，w は LPs 各要素に対する個人の価値観（重

み）， iLPs は地区 i の生活環境質向上機会， iAC は経

済・文化機会， iAM は居住の快適性， iSS は災害に対

する安全性である． 

表-2.1 本研究におけるQOLの評価要素 

評価要素 要素細目 指標 

交通利便性 

（AC：Accessibility） 

就業利便性 就業場所へのAC 

教育利便性 高校へのAC 

医療利便性 病院へのAC 

買物利便性 小売店へのAC 

居住快適性 

（AM：Amenity） 

空間使用性 
1人あたり居住延べ床面

積 

景観調和性 空き家率 

自然環境性 周辺の緑地率 

環境負荷性 快適度スコア 

安心安全性 

（SS：

Safety&Security） 

地震危険性 地震による期待損失余命 

土砂災害危険

性 

土砂災害による期待損失

余命 

犯罪遭遇危険

性 
犯罪遭遇率 

 各要素の具体的な算出方法については参考文献2）加

知ら（2006）を参照されたい． 

2.2.2 主観的価値観の推計 

個人の主観的価値観 wは，2012年に三重県松阪市の住

民を対象に実施された「住みやすく魅力的な生活環境」

に関する意識調査によるアンケート結果を用いたコンジ

ョイント分析によって推計する．単位は貨幣（円）を用

いている．推計結果を表-2.2に示す． 

表-2.2 住民の価値観（QOL構成要素の重みw ） 

QOL評

価要素 

要素細

目 
重みw t値 単位 

AC 

就業 

利便性 
1.83*10-4 6.30 万円/人（従業者数） 

教育 

利便性 
3.73*10-2 2.42 万円/人（在校者数） 

医療 

利便性 
2.48*10-3 

-

2.76 
万円/病床数 

買物 

利便性 
6.65*10-5 6.30 

万円/面積（小売業売場

面積） 

AM 

空間 

使用性 
1.18*10-1 7.92 

万円/面積（1人あたり居

住床面積） 

景観 

調和性 
-1.07*101 

-

5.02 
万円/空き家率 

自然 

環境性 
2.82*10-2 3.34 万円/緑地率 

環境 

負荷性 
7.19*10-1 4.14 万円/快適度スコア 

SS 

地震 

危険性 
-1.80*104 -

6.16 
万円/期待損失余命 

土砂 

災害 

危険性 

-1.80*104 
-

6.16 
万円/期待損失余命 

犯罪 

遭遇 

危険性 

-5.94*102 -

6.74 
万円/犯罪遭遇率
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2.3 洪水期待被害額の算出手法 

2.3.1 洪水期待被害額算出の考え方 

 本研究では，国土交通省河川局（2005）3)の治水経済

調査マニュアルを参考に，被害対象を人的被害と直接的

に被害を受ける家屋や家庭用品および事業所の一般資産

とする．洪水期待被害額算出の枠組みを図-2.1に示す． 

図-2.1 洪水期待被害額算出の枠組み 

2.3.2 洪水時における人的被害の算出手法 

 人的被害は，氾濫原の住民が在宅状況にあると仮定し，

米国で開発された死者数算定プログラム「Life-Sim モデ

ル」にもとづいて推計する．このモデルでは，水害の際

に，65 歳以上の住民は建物最上階の居住階に，64 歳以

下の住民は建物の屋根上に避難できると仮定し，避難時

の浸水深に応じて表-2.3に示す死亡率を決定する． 

表-2.3 Life-Simモデルにおける避難時浸水深別死亡率 

水位帯名称 避難時浸水深 死亡率

（%） 

危険水位帯 1.8m以上 91.750 

準危険水位 1.2ｍ以上 1.8ｍ未満 12.000 

安全水位帯 1.2ｍ未満 0.023 

 洪水時における人的被害を期待損失余命によって算出

する．期待損失余命は厚生労働省の公表する市区町村別

生命表（2010）4)にもとづいて平均期待余命を算出し，

浸水想定区域の住民を対象に，式(5)のとおり定式化す

る． 

LEPdRLLE iffi  )(
(5) 

ここで， fiLLE は浸水時における住民の期待損失余命

（年）， )(dR f は避難時浸水深別死亡率（%）， iP は

人口（人），LE は平均期待余命（年）である． 

また，各評価単位における人口などの基本データは，

秋山ら（2013）5)により整備されたマイクロジオデータ

を使用して算出する． 

 期待損失余命は 2.2.2 節で示した住民の価値観を用い

て貨幣価値に換算することで，後述する物的被害と併せ

て，洪水期待被害額の推計に用いる． 

2.3.3 洪水時における直接的な物的被害の算出手法 

 直接的に被害を受ける家屋や家庭用品などの一般資産

および事業所における物的被害は治水経済調査マニュア

ルを参考に，資産額に浸水深別被害率を乗じて求める．

資産別の被害額算出式は式(6)～(10)のように定式化する． 

iiiii IDADDAGDAHDAPDA  (6) 

iii HDRFAPHVHDA  (7) 

iii GDRFHHGVGDA  (8) 

iii DDRFEPDVDDA  (9) 

iii IDRFEPIVIDA  (10) 

ここで， iPDA ， iHDA ， iGDA ， iDDA ， iIDA は物

的，家屋，家庭用品，事業所償却，事業所在庫資産期待

被害額（円），PHV は都道府県別家屋評価額（円/m
2），

iFA は浸水家屋延べ床面積（m
2）， iHDR は家屋の浸水

深・地盤勾配別被害率（%），HGV は家庭用品評価額

（円/世帯）， iFH は浸水家屋世帯数（世帯）， iGDR

は家庭用品の浸水深別被害率（%），PDV は産業別事

業所償却資産評価額（円/人）， iFE は浸水域内従業者

数（人）， iDDR は事業所償却資産の浸水深別被害率

（%），PIV は産業別事業所在庫資産評価額（円/人），

iIDR は事業所在庫資産の浸水深別被害率（%）である．

各資産の浸水深（地盤勾配）別被害率は，治水経済調

査マニュアルに基づいて，表-2.4に示す値を用いた． 

2.3.4 年平均期待被害額の算出手法 

 洪水期待被害額算出に用いる浸水想定区域図は，想定

する降雨が発生した際に破堤が予測される地点を特定し

た上で氾濫シミュレーションを行うことで作成されてい

る．このシミュレーションは降雨量や治水インフラ整備

量などを変数にとり，河川からの氾濫流の挙動を再現す

るものである． 

しかし，国土交通省河川局の浸水想定区域図作成マニ

ュアル（2014）6)によると，氾濫シミュレーションを行

うためには，堤防などの整備状況，現状河積，各地点に

おいて洪水を安全に流下できる水位，各地点における氾

濫開始流量，対象氾濫原の設定，氾濫原の地形特性をは

じめとする膨大な条件設定およびデータが必要である．

しかし本研究では，簡便な方法で洪水による被害量を推

計し，適応策の実施効果を評価する手法を構築するため，

後藤（2010）を参考に，公表されている浸水想定区域図 
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表-2.4 各資産の浸水深（地盤勾配）別被害率 

資産 
地盤 

勾配 

浸水深 

床下 

床上 

50cm 

未満 

50cm

～

99cm 

100cm

～

199cm 

200cm

～

499cm 

500cm

～ 

住

宅 

家

屋 

1/1000 

未満 
0.0320 0.0920 0.1190 0.2660 0.7070 0.8340 

1/1000

～ 

1/500 

0.0440 0.1260 0.1760 0.3430 0.7550 0.8700 

1/500

～ 
0.0500 0.1440 0.2050 0.3820 0.7845 0.8880 

家

庭

用

品 

- 0.0210 0.1450 0.3260 0.5080 0.9595 0.9910 

事

業

所 

償

却 
- 0.0990 0.2320 0.4530 0.7890 0.9805 0.9950 

在

庫 
- 0.0560 0.1280 0.2670 0.5860 0.9395 0.9820 

を用いて年平均期待被害額を推計する． 

年平均期待被害額は，浸水想定区域別に推計した洪水

期待被害額に，浸水想定区域に応じた洪水の生起確率を

乗じて求めた浸水想定区域別年平均期待被害額を対象地

域内で累計し，年平均期待被害額を算出する． 

 年平均期待被害額の経時変化を推計する際に，1)気象

条件の変化による降雨の再現期間の変化がもたらす影響

と，2)人口動態の変化が洪水期待被害額にもたらす影響

の 2点を考慮する．本来であれば，気象条件の変化によ

る影響として，降水量の増加に伴う浸水想定区域の拡大

や，現行の治水計画で想定している降雨を上回る降雨が

生じた際の被害をはじめとする外力そのものの増大につ

いても考慮すべきだが，本研究では氾濫シミュレーショ

ンを用いずに，公表されている浸水想定区域図によって

簡便に洪水期待被害額を算出するため，気候変動による

影響を降雨の再現期間の変化のみで考慮する． 

1)気候変動により，年最大日降水量が増大することで，

現行の治水計画において想定している降雨の再現期間は，

今後低減することが予測される．そこで，社会資本整備

審議会（2008）が示している，20km メッシュ全球大気

モデル（GCM20：General Circulation Model 20）による予測

にもとづいた全国 82 水系の一級河川における試算結果

を単回帰分析することで，将来における計画基準となる

降雨の再現期間変化を式(11)のとおり定式化する．また，

式(11)の決定係数 6435.02 R であり，統計学的に有意

である． 

357.11363.00009.0 2  CRPCRPFRP (11) 

ここで，FRP は 100 年後における計画基準となる降

雨の再現期間（年），CRPは現在における計画基準と

なる降雨の再現期間（年）である． 

さらに，計画基準となる降雨の再現期間は年数に比例

すると仮定することで，経年的な降雨の再現期間の変化

を推計する． 

 2)高齢化および人口減少の進行は，人的被害分野では

平均期待余命に，物的被害分野では家庭用品期待被害額

に影響をもたらす．本研究では，将来の人口をコーホー

ト要因法によって男女 5歳階級別に 2040年まで 5年毎

に推計し，現在の人口分布にもとづいて 100m メッシュ

単位に割り振る．ここで，コーホート要因法とは，男女

別・年齢別の人口の変化を死亡率，出生率および人口移

動などの要因毎に計算し，将来の人口を推計する手法で

ある．推計の際に，平成 22 年度国勢調査（総務省）と，

国立社会保障・人口問題研究所の公表するデータを参考

にする．また，将来における世帯数は，将来人口を

2015 年における世帯あたり人口で除することで推計す

る． 

 1)，2)の影響は表-2.5 における再現期間と洪水期待被

害額を将来の値に変化させることで年平均期待被害額へ

組み込む事ができる． 

2.4 施策実施費用（土地利用の誘導）の算出手法 

水害リスクを回避する施策として，浸水深および年平

均期待被害額によって撤退地域を選定し，撤退地域内の

住宅を同じ町丁目の非撤退地域に移転する．さらに，撤

退先の候補の中から，QOL 値の割合に応じて移転人口

を割り振ることによって，年平均期待被害額の削減のみ

ならず，対象地域内の住民がより高い QOL 値の地区に

居住することで，住民がより効率良く高い QOL 値を得

られる効果も加味し，移転施策の実施効果を過小評価し

てしまうことを回避する． 

 撤退に要する費用は，用地買収費用，建物補償費用，

建物取り壊し費用の 3つを想定する．本来であれば，イ

ンフラの撤去に要する費用や撤退した跡地の維持・活用

に要する費用などについても考慮すべきであるが，本研

究ではデータ上の制約から対象としない．各費用は式

(12)～(15)のように定式化する． 

DiCiPiRi CC＝CC  (12) 

flooriiPi ARC 
(13) 

ninwiwi ARARC C (14) 

ninswiwsi ARARC D (15) 

ここで， RiC は撤退費用（円）， PiC は用地買収費用

（円）， iCC は建物補償費用（円）， DiC は建物取り壊

し費用（円）， iR は公示地価（円/m
2）， wR は木造住

宅床単価評価額（円/m
2）， nR は非木造住宅床単価評価
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額（円/m
2）， wiA は木造住宅床面積（m

2）， niA は非

木造住宅床面積（m
2）， wsR は木造住宅解体単価（円

/m
2）， nsR は非木造住宅解体単価（円/m

2）である．公

示価格は国土交通省国土計画局（2015）：地価公示を用

いる．撤退費用の各原単位を表-2.5に示す．  

表-2.5 撤退費用の原単位 

使用 

データ 
データ整備 

原単位 

（円/m2） 

構造別住

宅床単価 

総務省（2014）：固

定資産の価格等の概

要調書 

木造専用住宅 21,944 

木造共同住宅 33,937 

非木造住宅 34,074 

構造別解

体単価 

損失補償算定標準書

Ⅲ巻 

単価編 

木造住宅 12,100 

非木造住宅 24,200 

3. ケーススタディ

3.1   対象地域の概要 

対象地域は，図-3.1に示す三重県の松阪市と多気町の

1市 1町から構成される櫛田川流域圏とする．対象地域

を 100m 四方のメッシュに分割したものを評価単位とし

て用いる．松阪市は 2005 年 1 月に松阪市と，嬉野町，

三雲町，飯南町，飯高町が，多気町は 2006 年 1 月に多

気町，勢和村が合併して成立した．人口は，松阪市が

167,443人（2016年），多気町が 15,083人（2015年）で，

面積は 623.77km
2，103.17km

2である．対象地域は南西部

に台高山脈などの山地，北東部には伊勢平野が広がり，

比較的小さな範囲に中山間地域と都市域が混在している．

沿岸部を中心に浸水想定区域が広がっており，都市域で

ある旧松阪市・旧三雲町において洪水被害が危惧されて

いることや，1959 年に発生した伊勢湾台風によって甚

大な被害を受けた（櫛田川水系河川整備基本方針）こと

からも，水害に対して早急な対策を講じるべき地域と言

える． 

図-3.1 対象地域 

3.2   現状・将来における対象地域の各指標推計結果 

3.2.1 現状におけるQOL値の空間分布 

（1）交通利便性 

 図-3.2に，2015年における交通利便性の空間分布を示

す．交通利便性の構成要素のうち，AC1（就業利便性）

と AC4（買物利便性）が支配的となっている．東部の

旧松阪市に密集している市街地を中心に高い値を示して

おり，鉄道や対象地域内の主要道路である国道 23 号線

沿線において交通利便性が高い．南西の旧飯高町に向け

て櫛田川沿いに上流に行くにつれて交通利便性は減少す

る．また，対象地域中央に工場が点在しているため，他

の郊外地域に比べて就業利便性の魅力値が大きく，交通

利便性も高い値を示している． 

（2）居住快適性 

 図-3.3に，2015年における居住快適性の空間分布を示

す．居住快適性の構成要素は周辺の空き家率によって決

定される AM2（景観調和性）のみが負に作用する．ま

た，対象地域では居住快適性の構成要素のうち，AM1

（空間使用性）が支配的となっている．そのため，市街

地が密集し，十分な居住床面積や緑地の確保が困難な旧

松阪市では低い値を，比較的余裕のある市街地を展開し

ている旧多気町および旧勢和村においては高い値を示し

ている．一方で，旧飯高町では，緑地を比較的多く確保

できているため AM3（自然環境性）は高いが，衰退の

進む集落が散見され，空き家が多く存在しているため，

居住快適性はあまり高くない． 
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図-3.2 現状における交通利便性の分布 

図-3.3 現状における居住快適性の分布 

図-3.4 現状における安心安全性の分布 

（3）安心安全性 

 図-3.4に，2015年における安心安全性の空間分布を示

す． SS3（犯罪遭遇危険性）は，市区町村単位でのデー

タを用いて推計を行ったため，松阪市（旧三雲町・旧嬉

野町・旧松阪市・旧飯南町・旧飯高町）と多気町（旧多

気町・旧勢和村）とで街頭犯罪件数が異なり，結果に差

異が生じている．SS2（土砂災害危険性）は，土砂災害

危険区域を基に算出しているため，危険区域の存在しな

い旧三雲町では値は 0となり，多くの住宅が危険区域に

存在している中山間地域の旧飯南町・旧飯高町では非常

に高い値を示している．SS1（地震危険性）は，木造住

宅の全壊率が大幅に増大する震度 6.0以上の地震が想定

される地域が多く存在する旧三雲町，および旧松阪市に

おいて大きな値を示している． 

（4）QOL値 

将来の水害リスク増大に対する（土地利用誘導策）の

条件設定の際に，撤退先の選定材料としてQOL値を用

いる．図-3.5に 2015年におけるQOL値の空間分布を示

す．さらに，図-3.6に旧市町村別のQOL値の内訳を示

す．南西部に存在する旧飯南町・旧飯高町では SS2が非

常に大きな値を示しているため，地域内のQOL値も他

の地域と比べて低い値を示す．居住快適性は優れ，交通

利便性についても高い値を示す旧松阪市は SS1が大きい

ために，QOL値全体で比較すると，郊外に位置する旧

多気町・旧嬉野町とあまり差異がない．そのため，都市

の中心部近傍に存在し居住快適性が確保できる上に，地

震や土砂災害の危険性が比較的少ない旧三雲町・旧嬉野

町がQOL値で高い値を示している． 

図-3.5 現状におけるQOL値の分布 

図-3.6 QOL値の旧市町村別内訳 

AM（万円/人・年）

3.28 - 8.88

8.89 - 11.54

11.55 - 14.21

14.22 - 15.95

15.95 - 16.86

住民のいない地域

QOL値（万円/人・年）

-158.11 - 6.94

6.95 - 13.71

13.72 - 17.70

17.71 - 20.56

20.57 - 26.39

住民のいない地域

AC（万円/人・年）

8.27 - 12.00

12.01 - 12.63

12.64 - 13.11

13.12 - 13.57

13.58 - 14.30

住民のいない地域

駅

鉄道

SS（万円/人・年）

-178.76 - -19.42

-19.41 - -14.35

-14.34 - -8.03

-8.02 - -7.67

-7.66 - -3.64

住民のいない地域

第 53 回土木計画学研究発表会・講演集

 1902



3.2.2 洪水による期待被害額の推計 

 期待浸水深の空間分布（図-3.7）では，浸水想定区域

の北西部および東部で大きいが，洪水期待被害額の空間

分布（図-3.8）では，市街地・工場が展開している旧三

雲町・旧松阪市において高い値を示している．また，櫛

田川の河口から離れた地域では，河川が湾曲している地

点の周辺に集落が点在していることから，期待浸水深お

よび期待被害額がともに比較的高い．旧松阪市では，期

待浸水深は比較的小さいが，住宅および事業所が密集し

ているため，同等の期待浸水深を示す東部の一部地域よ

りも洪水期待被害額が高い． 

図-3.7 期待浸水深の空間分布 

図-3.8 洪水期待被害額の空間分布 

 図-3.9に 2015年から 2040年までの年平均期待被害

額の将来予測を示す．年平均期待被害額の経時変化は，

気候変動に伴う再現期間の変化と，人口動態に伴う平均

期待余命の変化によってもたらされていると仮定し，治

水設備の整備状況や事業所の移動などは考慮せずに推計

を行った．2040 年には 2015 年と比較して年平均期待被

害額は約 1.1 倍になり，1 人あたりの期待被害額に換算

すると約 1.3 倍まで増大する．この傾向は今後も継続・

加速すると予測されており，早期の対策が必要である． 

図-3.9 年平均期待被害額の将来予測 

3.3   施策（土地利用の誘導）実施効果の分析  

（1）シナリオ設定の概要 

撤退地域の選定を表-3.1に示す条件として用いた． 

表-3.1 シナリオ細目における撤退地域の選定条件 

シナリ

オ細目 

選定に用い

る指標 

選定条件 撤退地域の

面積

（km2） 

移転人口

（人） 

a-5 

期待浸水深 

5.0m以上 0.69 131 

a-2 2.0m以上 30.78 12,311 

a-1 1.0m以上 63.54 40,758 

b-5 
洪水期待 

被害額 

上位5% 453.55 20,858 

b-10 上位10% 907.10 39,966 

b-15 上位15% 1360.65 56,447 

（2）実施効果の推計 

 実施によって期待される効果を推計する際に，年平均

期待被害削減額と対象地域における QOL 値総和の向上

を対象とする． 

防災・減災施策 1における年平均期待被害削減額は，

撤退地域における住宅分野（家屋・家庭用品）の洪水期

待被害額を 0として推計した年平均期待被害額と，3.2.2

項で推計した防災・減災施策未実施の場合における年平

均期待被害額との差分と定義する． 

また，QOL 値総和の向上は，防災・減災施策実施時

と未実施の場合での，対象地域内の各評価単位における

QOL値に人口を乗じた値の総和差分と定義する． 

 表-3.2にシナリオ細目別における各年の効果を示す．

ここで，3.2.2 項の図-3.9 より，2040 年には年平均期待

被害額が 2015 年と比較して 13.80 億円増加するため，

2040 年における年平均期待被害額を 2015 年と同じ水準

である 110.65億円に軽減するには a-5シナリオのみを実

施するだけでは大幅に不足している． 

櫛田川

雲出川

浸水深（m）

0.1-0.4

0.5-0.9

1.0-1.9

2.0-4.9

5.0-

浸水想定区域外

洪水期待被害額（百万）

0- 4.8

4.9 – 10.7

10.8 – 26.0

26.1 – 129.8

129.9 – 1064.6

住民のいない地域
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図-3.10 撤退費用の空間分布 

表-3.2 シナリオ細目別各年効果 

シナ

リオ

細目 

便益（億/年） 

2015 2020 2025 2030 2035 2040 

a-5 0.19 0.20 0.21 0.22 0.23 0.24 

a-2 28.11 28.60 29.05 29.51 30.00 30.54 

a-1 76.70 82.97 83.97 84.95 85.98 87.07 

b-5 38.23 38.58 38.88 39.16 39.46 39.78 

b-10 66.19 68.43 68.89 69.31 69.75 70.23 

b-15 78.68 86.23 87.06 87.86 88.69 89.56 

表-3.3 シナリオ細目別実施費用 

シナリオ

細目 

（期待 

浸水深） 

実施費用

（億円） 

シナリオ細目 

（洪水期待 

被害額） 

実施費用

（億円） 

a-5 4.08 b-5 826.08 

a-2 501.15 b-10 1,523.33 

a-1 1,594.26 b-15 2,125.58 

（3）実施費用の推計 

 住宅の撤退費用として用地買収，建物補償，建物取壊

費用の 3 つを想定する．図-3.10 に浸水想定区域内にお

ける評価単位毎の撤退費用の空間分布を示す．撤退費用

は密集した市街地を中心に高い値を示しており，対象地

域の人口分布（図-3.11）と概ね同じ傾向の空間分布と

なっている．また，表-3.3に施策におけるシナリオ細目

別の実施費用を示す． 

図-3.11 人口分布 

図-3.12 シナリオ細目別の費用効率性 

（2020～2040年） 

（4）費用効率性の推計 

 （2），（3）で得られた施策の実施効果と実施費用

を用いてシナリオ細目別の費用効率性を推計する．実施

効果は，気候変動の影響に伴い浸水想定区域が拡大する

ことで，撤退先の非撤退地域が氾濫原に含まれない限り

持続するものであり，その継続期間を推計するためには，

詳細な降水量の予測とそれにもとづいた氾濫シミュレー

ションを行う必要がある．しかし本研究は，現行の浸水

想定区域図を用いて洪水被害の将来予測を行い，様々な

防災・減災施策の検討を行うことのできる汎用性の高い

手法を構築することが目的であるため，将来においても

浸水想定区域は変化せず，現状における非撤退地域は将

来においても洪水被害を受けないものと仮定する． 

また，住宅の撤退には 5年を要し，2020年から実施効

果が発現すると仮定し，2020年～2040年の間に得られ

る実施効果と費用を用いてシナリオ細目別の費用効率性

を推計する（図-3.12）．年平均期待被害削減額のみで

費用効率性を推計した場合，最も費用の少ない a-1シナ

リオが優位となり，残りのシナリオでは移転人口が多く，

費用の嵩むシナリオほど費用効率性が低くなった．しか

し，撤退先をQOL値の高い地域を優先して選択するこ

とで期待できる地域全体におけるQOL値総和の向上効

果を加味した際には，移転人口が著しく少ない a-5シナ

雲出川

櫛田川

人口（人）

住民のいない地域

1 - 3

4 - 5

6 - 8

9 - 12

13 - 17

18 - 24

25 - 35

36 - 57

58 - 187

撤退費用（百万）

1.3 – 25.0

25.1 – 55.6

55.7 – 100.5

100.6 – 165.4

165.5 – 3067.8

住民のいない地域
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リオではQOL値総和の向上効果があまり期待できない

ため，a-1シナリオと概ね同じ費用効率性となり，最も

優位なシナリオは a-2シナリオとなる．このことから，

撤退地域の設定条件を洪水被害の削減効果のみで検討す

るのではなく，移転によって期待できるその他の効果も

加味することで，実施する地域において，より効率的な

施策の検討が可能となることが明らかとなった． 

また，撤退地域の選定条件に洪水期待被害額を用いる

b-5～b-15シナリオでは，移転人口および撤退地域の面

積が a-5～a-1シナリオと比べて大きいため，費用効率性

の観点では，期待浸水深による撤退地域の選定が望まし

い．しかし，気候変動によって浸水想定区域が変化した

際には，撤退地域の選定条件として地域が将来氾濫原と

なる可能性も考慮する必要がある． 

4. 結論

本研究では，気候変動に伴う洪水リスクの変化に対す

る適応策として，土地利用の誘導を想定し，それぞれの

費用効率性を評価する手法を構築した．さらに櫛田川流

域圏に適用した結果，次のような知見を得られた． 

・QOL 値は，都市域と中山間地域の間で，構成要素の

割合が大きく異なり，特に安全安心性が劣る南西部にお

いては著しく低い値を示した． 

・都市域では，交通利便性が高いが，居住快適性が低い

ため QOL 値はあまり高くなく，都市域近傍に存在する

地域において一定量の居住快適性を確保できている郊外

地域が最も高いQOL値を示した． 

・洪水期待被害額は期待浸水深よりも密集した市街地の

存在する地域や産業の展開している地域で嵩んでおり，

旧松阪市および旧三雲町において特に高い値を示した． 

・土地利用の誘導によって得られる便益として年平均期

待被害削減額のみを考慮した場合には，移転人口および

実施費用の最も少ない期待浸水深 5.0m 以上の地域を撤

退させた場合の費用効率性が最も高かったが，撤退先を

QOL値によって選定することによる地域全体の QOL値

総和の向上効果も加味した場合には期待浸水深 2.0m 以

上の地域を撤退させ，移転人口をある程度確保した場合

の費用効率性が最も高くなった． 

・撤退地域の選定条件として，期待浸水深と期待被害額

の 2種類を検討したが，期待浸水深による選定を行った

場合の方が，費用効率性は高い値を示した． 
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PROPOSAL OF AN EVALUATION FRAMEWORK FOR ADAPTATION 

MEASURES RELATED TO FLOOD IN URBAN AREAS 

Tatsuya SHIBATA, Hirokazu KATO, Shinichiro NAKAMURA,  

Kenji SUGIMOTO, Yoshitsugu HAYASHI and Takafumi SHIMIZU 

This study focuses on changes in the flood risk by climate change and aims to establish a method to es-

timate average annual damage considering the change occurrence period of flood and demographic. In 

addition, the cost-benefit ratio is estimated in the case of implementing an adaptation measure that with-

drawal from inundation area. As a result in the target area, the analysis shows that the withdrawal  area 

selection from expected flood depth is more cost-effective. 
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